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臨時国会　　―「亡国の政治」からの転換―　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安倍流｢地方創生｣｢女性の輝く社会｣か、真の平和とくらしか！！
９月はじめに内閣を改造した安倍首相の所信表明演説は、「地方創生」や「女性の輝く社会」などの目玉政策には多弁でしたが、６月の通常国会閉会後に強行した集団的自衛権行使容認の閣議決定にはまともにふれず、経済情勢の悪化の中で国民が不安をつのらせている来年１０月からの消費税再増税には言及しませんでした。原発再稼働や沖縄の米軍新基地建設については問答無用で強行する態度です。国民の意見に耳を貸す姿勢がありません。　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は衆院で志位委員長が、参院では山下書記局長が、国民の切実な声に根ざした国政の重要課題を取り上げ、転換の道を示しましたが、安倍首相はまともに答えようとしませんでした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ集団的自衛権行使の問題では、閣議決定後初の国会でも首相はまともに説明しない不誠実さです。志位委員長が、集団的自衛権行使の狙いについて「日本の国を守ることでも、国民の命を守ることでもなく、アフガン・イラク戦争のような戦争で、自衛隊が米軍と肩を並べて戦争を行うことではないか」とただし、閣議決定の撤回と関連法案の立法作業中止を求めても、首相は「精力的に準備する」と居直りました。日本共産党が提唱している、国際紛争の平和解決などを目指す「北東アジア平和協力構想」も首相は真剣に受け止めません。軍事に頼る首相の姿勢は平和の流れに逆らうものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ今年４月の消費税増税で国内総生産（ＧＤＰ）や家計消費が落ち込むなど、あらゆる経済指標が悪化している実態は、とても「想定内」などといえないと追及した志位委員長に、首相の答弁は誤魔化しだけでした。志位委員長が、暮らしと日本経済を立て直すため（１）消費税再増税の中止、（２）２８５兆円にのぼる大企業の内部留保の一部を使う大幅賃上げと雇用安定、（３）社会保障切り捨てから充実への抜本的転換、（４）能力に応じて負担する「応能負担原則」の税制改革―を提案しても、首相は破たん済みの「成長戦略」の推進に固執し、消費税再増税「中止」も明言しませんでした。首相の姿勢は国民の暮らしと日本経済をさらに深刻にするものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ首相は｢オール福島｣が求める県内全原発１０基廃炉の願いにも背を向け、新たな｢安全神話｣で鹿児島の川内原発再稼働に突き進む方針も鮮明にし、沖縄・辺野古での新基地建設を県民の意思を踏みにじって推進していることも「民主主義否定との指摘は当たらない」などと開き直り、自らと違う意見を切り捨てる（→）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
桑名市議会　今の任期、最後の議会終わる（１１月は市会議員選挙）
９月定例会は、１０月１日に本会議が再開されて、議案に対する各委員長報告、質疑（無）、討論（３会派から４名）、採決が行われ、市長提案通り可決され閉会しました。日本共産党桑名市議団は１７議案中、９議案に反対しました。
１、決算の認定３議案（一般会計並びに７特会、水道会計、下水道会計）
反対の理由は、一般会計は自衛隊員募集業務、税の回収機構、指定管理者制度・ＰＦＩ等の外部委託、同和関連費、ゴミ収集や給食の外部委託、福祉に所得制限、職員給与の減などで特別会計は国保―高すぎる国保税、住新―一般会計からの繰入、後期高齢者―年齢で差別する医療制度、病院特会―返却の見込みが薄い等で、水道・下水道会計は料金の値上げ等です。
２、条例の制定３議案は、子ども・子育て関連の条例で、反対の理由は来年４月からの「新しい子ども・子育て制度」は問題がいっぱいで、いずれも実施の財源に消費税増税を当て込んでいる事、職員や敷地などの基準が全くの国からのコピーである事、一部株式会社の参入が見込まれる事等です。
３、総合計画の策定の１議案に反対の理由は主に下記の理由です。
1 全員参加型といっているが問題がある。参加人数や認知度を公表しない。
2 作成の手順が可笑しい。特にパブリックコメントについては滅茶苦茶で行政側と答申を行った審議会が馴れ合いだ。
3 総合計画の文章に統一性がない。中学生に読ませるには酷すぎる。
4 伊藤市長の選挙公約の７つのビジョンのコピーであり、この７つのビジョンの市民への強要は無茶である。
5 各論（基本計画）を見れば、行財政改革一色だ。お金がないといって、夢と希望を与えていない。
6 伊藤市長も賛成した「総合計画後期計画」があるのに何故作成を急ぐのか。
４、一般会計と介護特会の補正予算の２議案の反対の理由は、生活困窮者自立支援事業の民間委託等と４月からの介護保険の改悪先取りだからです。　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（→）首相の姿勢こそ、民主政治そのものを危うくしている自覚もありません。
　参院で山下書記長が環太平洋連携協定（ＴＰＰ）交渉からの撤退を迫っても、首相は受け入れません。
　国民多数の声に背き、日本共産党の事実と道理にたった現実的な提案にも、まともに応じない首相に国のかじ取りを任せることはできないことは明らかです。国を滅ぼす「亡国の政治」からの転換が急務です。安倍内閣打倒の国民的大運動をさらに広げることが重要になっています。
｢市議団アンケート｣に基づく申し入れに対する回答Ｎｏ.２

１．総合計画について（回答　略）
現在作成中の「総合計画」は、あらゆる点で欠陥だらけです。１つは、作成の手順として市民の意見が本当に反映されているのでしょうか。２つは、文章が全体的に見て統一性がなくおかしいです。このままでは世間・全国の笑い物になります。
1 答申される素案の内容を市民にちゃんと説明してください。

2 ７つのビジョンの市民への強制的共有は市長の市政の私物化です。

3 決定する手続き（パブコメの実施等）がおかしいのではないか。

２．新病院建設について
私たちは、市民の皆さんに喜ばれる地域医療を良くする自治体病院の建設を望んでいます。しかしながら、現在行われている事は程遠いものと言わざるを得ません。
1 情報を積極的に公開する。

【回答】新病院建設の情報については、桑名市総合医療センターの基本構想・基本計画を策定した時点で、
新たに機能強化される内容、新たに標榜される診療科など、広報紙24年８月号（広報くわな）において

啓発してまいりました。その後におきましても、広報紙24年12月号・25年12月号（広報くわな）の中で、
紹介してきましたところです。また、桑名市総合医療センターの法人ＨＰにおきましては、新病院の基本
設計・実施設計などの概要についても閲覧が可能になっております。さらに、先般の新聞にも記事掲載さ
れましたが、次回の新病院の工事入札は、分離発注方式で執り行うことになりました。このように、記者
発表を通じて、市民の皆さまへの情報発信もさせていただいております。今後とも、新病院建設の情報に
ついては、市民の皆さまにおいても非常に関心の高いことであり、また、市の施策としても最重要課題の
ひとつでもありますので、積極的な情報発信に努めてまいります。
2  病院の内容について説明責任を果す。

【回答】新病院の建設における病院の内容についてですが、先に回答しましたとおり、市民の皆さまには、
広報紙（広報くわな）等を通じて、ご案内させていただいておりますが、説明責任につきましては、市民
の皆さまの代表であられます市議会議員の皆さまに対して、新病院の整備等に関する特別委員会などの場
を通して説明をさせていただいております。今後とも、新病院の内容につきましては、説明責任を果たし
ていく所存であります。
3 市民が納得する市民のための病院になることを求めます。

【回答】新病院の基本構想・基本計画の策定過程におきましては、有識者によるご助言とご指導、市議会
特別委員会からのご提言、桑名市総合医療センター職員による院内の動線や連携しやすい部門配置、医療

機器の導入などの検討とともに、まちづくり懇談会における報告や意見交換、また広報くわなにおける市
民の方からの意見募集を図りながら、基本構想・基本計画の策定に取り組んでまいりました。この基本構
想・基本計画に基づき、桑名市総合医療センターにおいて基本設計及び実施設計の策定を終えまして、現
在、新棟新築工事の入札に向けて、総合医療センターとともに全力で取り組んでおります。これまで市民
の方の声をお聞きしながら事業に取り組んできたものでございますが、新病院は、地域の中核病院として
の役割を十分発揮し、市民の皆様、患者様が安心して暮らせる医療を提供できるように努めてまいります。

３．くらしと福祉（負担の軽減と誇れる社会保障に）
1 国保税の引き下げ（基金の活用で１人当たり１万円の引き下げを）（前号にて報告済み）
2 介護保険料の引き下げ（安心して介護保険が利用できるように）（回答　略）
3 下水道料金の引き下げ(回答　略）
4 保育料の引き下げ(回答　略）
5 子どもの医療費の助成対象を全中学生に(回答　略）
⑥  福祉医療費（子ども・障害者・一人親家族）の窓口無料化を

【回答】福祉医療費助成が現物給付化されることに伴い、国民健康保険の国庫負担金が減額されることや窓口負担がなくなることにより、医療費が1.3倍に増加するとも言われており、国民健康保険財政へ与える影響が多大である等の問題もあり、各市町とも実施については慎重な検討が必要と考えています。

⑦  学童保育所の充実を(回答　略）
４．教育関係

　①  喫緊の課題として、小学校普通教室にクーラーを設置してください。

【回答】現在、市立小学校には、保健室、パソコン教室のほか、一部の学校では図書室等の特別教室に空調機を設置しております。普通教室へのクーラー設置については、小学校は学級数が多いことから、多大な財政的負担が生じますので、全国的にも、進んでいない分野であります。今後とも国の補助制度の動向を見つつ、他都市の状況を研究してまいりますが、本市の財政状況も厳しさを増しておりますことから、慎重に対応してまいりたいと考えております。
　②前向きに二学期制の見直しを行って下さい(回答　略）
　③全校で通学路の安全点検を見直し、安全対策を行って下さい(回答　略）
５．災害（地震・水害）対策の強化(回答　略）
天災は忘れた頃にやってきます。スーパー伊勢湾台風、地震による津波、活断層などによる地震、集中
豪雨等。他地区での災害を教訓にして、学び、社会的弱者と言われる方々を最優先・最重点に、一人一人の立場に立った対策の立案を望みます。

６．ゴミ問題は市民全体で考える

ゴミ行政の多くの点の誤りを反省し、分別化、大規模化しないを前提に、

1� 更なる減量化

【回答】桑名市では、ごみの発生抑制を前提にごみ袋の有料化、生ごみ処理機購入補助事業、自治会の協
力による資源物回収やリサイクル推進施設での資源回収など減量化に取り組んでおります。また、広報誌

の活用やリサイクル推進員研修会など啓発にも取り組んでおります。さらに、市内の小学校に出向き授
業の一環としてごみの減量やリサイクルなど、今後の桑名市を担う子どもたちへの啓発も実施して減量化
の必要性などを伝えていくことにより、大人から子供まで一人でも多くの人にごみの減量に理解、協力い
ただけるように努めてまいります。

3 焼却施設建設を考えていきましょう

【回答】平成３３年度より新処理施設稼動に向け、桑名広域清掃事業組合に建設準備室を設置し、現在準
備を進めており、市民の方には、桑名広域清掃事業組合及び構成する市町で情報提供やＰＲに努めます。

７．消費税増税、原発問題、集団的自衛権の行使容認など国政問題につ
いて市民に安心を与える立場から、はっきりと態度の表明をお願いしま
す。（前号にて報告済み）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上）
桑名市議会議員の改選選挙は、１１月１６日が投票日です。
星野公平は、１２年前に、「安心できる教育・医療・老後を」の原点から、１１年余り議員として活動させて頂き、今度は「緑とくらしを守り、福祉と教育の充実をめざします」と訴えていきます。

日本共産党桑名市議団は、くらし・福祉・教育・子育ての充実のために、特に「国民健康保険税の引下げ」「子どもの医療費窓口無料化」「小学校の普通教室にエアコンの設置」を市に継続的に求めています。
Ｎｏ．２２０　　　　２０１４年　１０月　９日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５




































































日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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